
 

（様式第４号）

29年の所得30年の所得

　 実績報告書　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

平成 31 年 4 月 1 日

　　大　阪　府　教　育　長　様

学 校 法 人

理 事 長 印

　 大阪府補助金交付規則第１２条の規定により、下記のとおり

 報告します。

１　補助金精算金額

補助金交付決定金額

補 助 金 精 算 金 額

残 額

記

学校法人所在地

　 平成３０年度大阪府私立高等学校等授業料減免事業補助金



（様式第４号－(１)）

２　総括表

学校名 　

３　授業料減免事業実績

１ 年 生 ２ 年 生 ３ 年 生 ４ 年 生 ５ 年 生 ６ 年 生 合 計

人 人 人 人 人 人 人

0

円 円 円 円 円 円 円

0

円 円 円 円 円 円 円

0

円 円 円 円 円 円 円

0

円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0 0

補 助 事 業 の 完 了 の 期 日

⑤差引金額（②－④）

③学校法人が減免した授業
料実績総額

④補助金精算金額

区　　　　　　　　分

①補助対象児童生徒数

②補助金交付決定金額

補 助 事 業 の 経 費 の 配 分

補助事業の経費の使用方法

課 程 名

補 助 事 業 の 目 的 及び 内 容



（様式第４号－（２））

学校名 課 程 名

29 年 の 所 得 30 年 の 所 得
復旧に要した

支出額
年 月 日 千円 千円 千円 千円 千円 円 円 円 円

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（ ）

（注）①失職による減免対象者のうち、学資負担者が再就職した場合等は、失職時期欄の下段（　）に再就職等の年月日を記入してください。
　　　②補助金残額（差引金額）がある場合は、「補助金残高の内訳」を添付してください。
　　　③災害に起因する「著しい収入減」に該当する場合は、「災害に起因する事情」の各年所得欄へ記載してください。

補助金交付
決定金額(a)

学校法人が減免
した授業料実績

補助金
精算金額(b)

差引金額
（a）-（b）

備　　考
（学科名）

生徒と
の続柄

平　　成　　30　　　年　　度　　授　　業　　料　　減　　免　　実　　績　　報　　告　　書　　（　　対　　象　　者　　一　　覧　　）

合　　　　　　　　　計 － － － －

学　年
組　名

著　し　い　収　入　減

児童生徒氏名 失職時期

－ －

学資負担者名

0

　30  年の所得　29  年の所得
災害に起因する事情

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0

0

0

0



（様式第４号－(１)）

２　総括表

学校名 　 全日制

３　授業料減免事業実績

１ 年 生 ２ 年 生 ３ 年 生 ４ 年 生 ５ 年 生 ６ 年 生 合 計

人 人 人 人 人 人 人

1 1

円 円 円 円 円 円 円

630,000 630,000

円 円 円 円 円 円 円

630,000 630,000

円 円 円 円 円 円 円

630,000 630,000

円 円 円 円 円 円 円

0 0 0 0 0 0 0

②補助金交付決定金額

③学校法人が減免した授業
料実績総額

④補助金精算金額

⑤差引金額（②－④）

補助事業の経費の使用方法 授業料の減免に充当した。

補 助 事 業 の 完 了 の 期 日 平成31年3月31日

区　　　　　　　　分

①補助対象児童生徒数

● ● 高 等 学 校 課 程 名

補 助 事 業 の 目 的 及び 内 容
　失職、倒産等などの家計急変による経済的理由から授業料の
納付が困難となる児童生徒に対し、授業料の減免措置を行い、
負担の軽減を図った。

補 助 事 業 の 経 費 の 配 分 全額を授業料の減免に配分した。


